
健康局 総 課

生活習慣病対策室

～ 国民健康・栄養調査結果からみた現状～

○体重管理や食事管理の意識は向上しているが、男性の肥満者の割合は依然増加傾向。
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○糖尿病が強く疑われる人は約890万人.糖尿病の可能性が否定できない人
は 約1,320万人、合わせて約2,210万人と推定され、増加している。
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糖尿病が強く疑わ
れる人

<糖尿病の状況>

糖尿病の可能性が
否定できない人

平成23年度
(2011)

糖尿病が強く疑われる人と
糖尿病の可能性が否定でき
ない人との合計

▼「糖尿病が強く疑われる人」、「糖尿病の可能性を否定できない人」の判定▼ (穂尿病実態調査(H9H14)と同様の基準 )
,F糖尿病が強く疑われる人」とは、ヘモグロビンA,cの値が61%以上、または、質問票で「現在糖尿病の治療を受けている」と答えた人である。
2′「聴尿病の可能性を否定できない人」とは、ヘモゲロピンAlcの値が56%以上、61%未満で、1[,以外の人である。
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新たな国民健康づ<り運動に向けて

平成22年度
(2010)

一

―
―
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
「
‥

新たな

国民健康

づくり運動

の推進

890      / 880

健康日本21(H12年 度～24年度)の推進

○ 健やか生活習慣国民運動 (H20～ H24年度)の推進
・食生活、運動、たばこの 3分野に重点イヒ  ・啓発手法の開発   産業界との連携
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女性の健康づくり対策

普及啓発の推進

平成23年「女性の健康週間」イベント

～今、なぜ女性の健康づくりの視点が大切なのか～

平成23年 3月 2日 (水)14:30～ 16:30

千代田区立 内幸町ホール

東京都千代田区内幸町15-1

主 催:厚生労働省
目 的:女性の健康づくりの推進について普及啓発を図る
対象者:一般 学生 行政職員 健康保険組合職員 など

内 容
講 演: 内科医からみる成熟期女性の健康
シンポジウム: 先進的な女性の健康づくりの取り組み、地域の連携に

ついて

健康的な生活習慣づ<り重点化事業

(糖尿病予防戦略事業)について

【事業目的】
糖尿病の発症を予防するために、生活習慣を改善し、適切な食生活や適度な運動
習慣など、糖尿病予防に取り組みやすい環境を整備することを目的とする。

【事業内容 (予定 )】

①壮年期以降の糖尿病予防対策
飲食店が行う栄養成分表示やヘルシーメニューの提供の促進、周囲(家族・職場)の支援を促
進するためのワークショップの開催等、食生活の改善を継続的に進められる環境整備

②20～ 30歳代をターゲットとした肥満予防対策
健全な食習慣と運動習慣が形成できる取組を民間企業と連携する等、肥満予防の取組が実
施しやすい環境整備

【実 施 主 体】都道府県・保健所を設置する市・特別区

【予算額(案 )】 37百万円  【ネ甫助 率】 1/2

※申請が多数あつた場合は、事業内容を精査し、予算額内で補助する予定

日

場
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地域における栄養・食事支援の活動拠点

「栄養ケア・ステーシ∃ン」の整備の推進について

国 ◆整備の推進状況
平成20～ 22年度 保健指導口食育活動拠点整備事業
平成23年度～  疾病の重症化予防のための食事指導拠点整備事業

(社 )日本栄養士会

↓
(社 )都道府県栄養士会 栄養ケアロステーション

0人材育成事業     O支 援・企画事業
⇔
実践・フォローアップ研修  情報提供・作成
人材登録・紹介      事業の企画

~体
制整備を'実
に進める

公的機関
― 医療保険

機関

「　　圭眉
　　　‐

医療機関

民間機関

【平成23年度事業内容 (予定)】疾病の重症化予防を目的とした食事指導の拠点と
なる栄養ケアロステーション(全都道府県に設置済)の機能強化を図り、地域特性や
個々の患者の状態に応じた食事指導を行う在宅管理栄養士の活用促進のためのス
キルアップ研修を行う

行 政 栄 養 士 数 の 推 移

―行政栄養士数は、10年間で約2,000人増加―
(人 )
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資料:厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室調べ
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市町村行政栄養主の人□規模別
配置害」含の変化

―配置割合は10年間で50.8%から83.1%に増加―
(96)
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O現 行出題基準が公表された平成14年 8月 以降の学術の進歩や改正・公表された法・制度などの
変化に対応できる内容とした。

O出 題のねらいについては、管理栄養士としての第一歩を踏み出す際の基本的知識や技能につい
て的確に評価するため、国家試験で間うべき主要なものとし、そのねらいに沿つて内容を精査し、
見直した。

管理栄養士国家試験出題基準 (ガイドライン)改定検討会 (概要 )

ガイドライン改定に当たつての基本的な考え方

「健康日本21」におけるたばこ対策の取組について

これまでの取組 現在の状況 【今後の取組】

○ターゲットを絞つた施策
→20、 30歳代 (特に女性)、 妊
産婦等に対する取組

○学校・家庭教育等による

情報伝達、啓発の推進
→教育現場での取組強化

○公共施設等の禁煙・分煙
化の促進
→実施状況の把握、取組

状況の報告、公表等
→民間企業等との連携

O地域における禁煙支援環
境の整備
→禁煙支援マニュアルの

普及、活用
→禁煙成功者等による禁

煙普及員の養成

改定検討会報告書のポイント

○ 出題数、出題数の配分、出題形式、合格基準については現行通りとする。

表 管理栄養士国家試験出題数の配分
2

人体の構造と機能及び疾病の成り立ち    30問
食べ物と健康               25問
基礎栄養学               14間
応用栄養学               16間
栄養教育論               15問
臨床栄養学               30問
公衆栄養学               20問
給食経営管理論             20間
応用力試験               1
I1               2

○ 今後の出題基準の見直しについては、概ね4年に一度改定を行う。

○ 今回改定した管理栄養士国家試験出題基準の適用については、平成23年度国家試験 (平成24
年3月 実施予定)からの適用。

・喫 煙 率 (H21年国民健康 栄養調査)

男性:382%
―他の先進国と比べて高い喫煙率

女性:109%
一喫煙率が横ばい傾向

健康日本 21

知識の普及
・ホームページ、シンポジウム等
による普及啓発活動

未成年者喫煙防止
・未成年者喫煙防止対策WGの
開催
・たばこ対策促進事業(補助金)に
よる都道府県等での施策の推進

受動喫煙の防止
・健康増進法第25条
・職場における喫煙対策のため
のガイドライン
・たばこ対策促進事業(補助金)に
よる都道府県等での施策の推進

・全体的に減少傾 向にある

(例 )高 3男子

H16:21 70/0→ H20:128%
高3女子

H16:96%― ,H20:53%
(厚生労働科学研究による調査結果)

・職場や公共施設において、対策に

取り組んでいる割合は増加。
(H17年職場における喫煙対策実施状況
調査/H16年地方自治体庁舎等における
禁煙・分煙の実施状況調査 )

・飲食店や娯楽施設等における取組
が依然不十分。

禁煙支援
・市町村等における禁煙指導等
・地方自治体等の担当者に対す
る講習会の実施

・現在習慣的に喫煙している者のうち、
「たばこをやめたい」「本数を減らした

Jヽと回答した者の割合は全体で男
女とも6割強。
(H20年国民健康・栄養調査)
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知識の普及、未成年者喫煙防止、受動喫煙の防止、禁煙支援

たばこ対策を取り巻く環境

平成15年 5月 健康増進法施行

第25条 受動喫煙を防止するための措置を講ずるように努めなければならない。

平成17年 2月 たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約発効

(目 的)たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊
的な影響から現在及び将来の世代を保護する。

受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書 (平成21年 3月 )(概要)

●基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間については、原則として全面禁煙

であるべき。
●社会情勢の変化に応じて暫定的に喫煙可能区域を確保することもとり得る方策の一つ。

「受動喫煙防止対策について」健康局長通知 (平成22年2月 25日 健発0225第 2号 )概要

① 受動喫煙による健康への悪影響は盟整であることから、公共の場において
煙を目指す。

②  飲食店などでは、全面禁煙の実施が、営業に甚大な影響を及ぼす恐れがあることにも考慮し、
やむをえない場合には分煙での対応を認める。

③ たばこの健康への悪影響や国民にとつて有用な情報など、最新の情報を収集・発信する。
④ 職場における受動喫煙防止対策と連動して対策を進める。

※ 平成15年の健康局長通知では、施設内を全面禁煙とする方法と分煙する方法があるとされており、「全面禁煙を目
指す」までは踏み込んでいなかった。

たばこ税について、国民の健康の観点から、たばこの消費を抑制するため、将来に向
かつて、税率を引き上げて行く必要があります。この方針にそつて、平成22年度税制改
正では、1本あたり35円の税率の引き上げを実施しました。
平成24年度税制改正以降の税率引き上げにあたつては、たばこの消費や税収、葉た
ばこ農家、小売店、製造者等に及ぼす影響等を十分に見極めた上で判断していきます。
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平成16年6月  日本が正式に条約批准
平成17年 2月 条約発効

※ 2010年 11月現在172カ国が批准

<全体事項>
O条約の実施について、定期的な報告を締約国会議に提出する。
Oたばこの規制のための仕組み又は中央連絡先を確立又は強化する。

<個別事項>
0たばこの需要を減少させるための価格及び課税に関する措置(第 6条〉
0たばこの煙にさらされることからの保護 (第8条 )
Oたばこ製品の含有物に関する規制 (第 9条 )
○たばこ製品の包装及びラベル (第 1¬ 条)
○教育、情報の伝達、ヨ1練及び啓発 (第 12条 )
○たばこの広告、販売促進及び後援 (第 13条 )
0未成年者への及び未成年者による販売(第 16条 )

国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とした、たばこ税の税率の弓1上げ
(たばこ税 。たばこ地方税)

O公衆衛生分野で初の国際条約
○たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影響から現在及び将来
の世代を保護することを目的とする。

康の観点からたばこの消費を抑制するため、将来に向かつて税率を引き上げていく。なお、平成24

年度以降の税率引上げにあたっては、たばこの消費や税収に及ぼす影響等を十分に見極めた上で判断する
こととされた。

::: ''| :1‐
1・ :|・ ‐ ■

 i 
｀

|

口男性喫煙者の肺がんによる死亡率は、男性非喫煙者に比べて約45倍高い

■慢性閉塞性肺疾患(COPD)のほとんどの要因が喫煙となっている(80%～ 90%)

■40歳時点のたばこを吸っている男性の平均余命は、たばこを吸わない男性より、35年

短い

「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」

○締約国は、価格及び課税に関する措置がた1まこの消費を減少させるための
効果的及び重要な手段と認識し、課税政策を実施すること。(第 6条 )日本:平
成16年 6月 批准、平成17年2月 発効。

(締約国数1172カ国(平成22年 11月現在))

健康日本21(運動期間:2000～ 2012)

○健康増進法第7条に基づく、日標期間、日標数値を有する具体的な計画。O
健康日本21では、健康寿命の延伸等を実現するため、国民が一体となつた健

康づくり運動を推進し、社会全体の健康づくりに関する意識に向上及び取組を

促す。

【たばこ対策】未成年者の喫煙をなくす、受動喫煙の防止等の他に「喫煙をやめ
たい人がやめる」という目裸項目を設定した。

がん対策基本計口

○平成18年に成立したがん対策基本法に基づき、平成19年度に策定。【たばこ

対策】健康影響に関する知識の普及、未成年者の喫煙率を0%にするなど、が
ん予防のための重要な柱の1つとして取り組んでいる。

出■‐たばこアトラス第3版 (2009,
日本は平成21年国民健康礫姜調査

■たばこ規制枠組条約(FCTC)第 6条において、たばこの需要を減

少させるための価格及び課税に関する措置を実施することが求めら

れている
(ウ考)   主要国のたばこ「 格(円 )※

1ドル=80円で換■

フランス  イギリス .オーストラ|

国名 日本 ドイツ フランス イギリス オース時リア

価格

…
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WHOのアルコール対策

05年 3月  第58回 WHO総会採択決議
「アルコールの有害な摂取によって引き

起こされる公衆衛生上の問題」

07年 5月  第60回WHO総会
加盟各国におけるアルコール対策に関

する進歩状況の報告

08年 5月  第61回WHO総会
「アルコールの有害な使用を軽減するた

めの戦略」が承認され、次々回の総会で

世界戦略案が提出されることが決定

10年 1月  第126回執行理事会
「アルコールの有害な使用を軽減するた

めの世界戦略 (案 )」の承認

10年5月  第63回WHO総会
「アルコールの有害な使用を軽減するた

めの世界戦略 (案 )」採択

O第 126回執行理事会

【アルコールの有害な使用を軽減する世界戦略】

・リーダーシップ、啓発とコミットメント

・保健医療サービスの対応

・地域社会の行動

・飲酒運転に関する方針と対応策

・アルコールの入手可能性

・アルコール飲料のマーケティング

・価格設定方針

・飲酒およびアルコール中害による負の影響の低減

・連法または非正規のアルコールが公衆衛生に与

える影響の低減

・モニタリングとサーベィランス

慢性開塞性肺疾患 (COPD)の 予防・早期発見に関する検討会 報告書 (平成22年 12月 22日 )(概要)

今後の慢性閉塞性肺疾患(COPD)の予防・早期発見のあり方について(概要)
「COPD」に関する現状

・「COPD」 とは、有毒な粒子やガスの吸入 (主な原因は喫煙であり、他に粉塵や化学物質などがある)による進行性の疾患であり、運動
時の呼吸困難や慢性の咳・痰等を伴う。
・「COPD」による死亡者数は日本において、約15000人/年 (H20年人口動態統計 )、 推定患者数は500万 人以上(NICEス タディ2001)
と試算さる。

・医療従事者のなかでも必ずしも理解が十分ではなく、さまざまなツールを用いて、COPDの患者の負担の理解、COPDが予防可能な疾
患であることの理解の浸透を図ることが必要。
・かかりつけ医が疑いのある者を早期に発見し、専門医が確定診断する一連の医療連携システムを作っていくことは重要。
・簡単な問診票を活用し、ある程度疑いのある者を見つけることは、スクリーニングの方法としてきわめて有用。
・「COPD」 の早期発見を特定健診や肺がん健診など既存の健診の場を活用して行うことが効率的と考えられる。
・たばこ対策の推進は、「COPD」の予防につながるため重要。
・肺年齢は「COPD」のスクリーニングとして、また肺の健康増進を目的として、喫煙の有無にかかわらず国民に説明しやすい指標として
考え出されたもので

・地域の現状に応じて診断から治療までの一連の流れを作ることが必要。
・「COPD」の診断は、本来スパイロメータによる精密検査が必要であり、かかりつけ医と専門医との連携が重要。
・「COPD」の疑いのある者の早期発見には、間診票やハイ・チェッカー (手動式診断用スパイロメータ)の利用が考えられる。
・問診票については、国際的に注目されているIPAG(lnternatonJ P‖ mary Care Aimays Group)の COPD間診票があり、日本でも
かなり検証が進んでいるが、この問診票は欧米人を対象としたものであり、日本人における比較検討等を進める必要がある。
・ハイ・チェッカーについては、今のところデータが必ずしも十分でなく、普及の点での課題もあるが、将来的に非常に有用なツールとなる
可能性がある。
・「COPD」 という言葉は、多くの人々に認知されていないが今後、早期発見につなげていくために、広く普及啓発していく必要がある。
・患者をはじめとした一般の方に対しては「肺年齢」という言葉を用いた普及を行っていく必要がある。

「COPDJ対策における現状と課題

「慢性 COPD)の 予防・ に関する よ |
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慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の啓発について
有毒な粒子やガス(主にたばこの煙)の吸入による進行性の疾患

○慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の推計患者数
500万人以上 (NICEスタディ2001)
○/AN式な患者数約22万人(平成20年患者調査)

○「早期の禁煙」や「発症後の早期治療」
により、発症 。重症化の予防が可能

[     〕
OWHOは 2030年には、世界の死亡原因の第3直
になると予測している。

0重庁化すると肺機能が低下し、慢性哩吸盃全
に二り盤蓋療法の導入が必要

肺機 はじと禁煙 の効 果 フレッチャーらによう研究より (19フフ年)

15蔵 て 票 煙

慢性閉塞性肺疾患 (COPD)健康教育の実施

慢性閉塞性肺疾患

健康教育の実施

(COPD)    に明早3の
認矢□向上

|,日 ,

|  |

※ 健康イベントや集団健診 (肺がん検診、事業所健診、特定健診)会場などで実施

|___【押ヌ病の疾病管聟体1!Ω建

`り

  _」

関係団体
・医師会、糖尿病学会
・糖尿病協会 等

【糖唇蜃言?境連携体ぅ!or立】 __J
【目白9】

●医療機関・医師固士の信頼関係に基づ

いた連携体制の構築

●li民が安心してかかりつけ診療所で

初期治療を受けられる体制の構築

【具体的事業】

○連携体制・連携ルール、糖尿病初班

診療のホイント等の説明会

(医療機関・医Bttlo」■)

○連携体制等についてホームヘージや

リーフレット等を通じて住民へ周矢0

「
∬
・
膚養欄導ョ
／

、
（
占
」
一
　
　
診
療
連
携

（―

■

（
一̈
　
一ロニ

〔
十
　
】ロニ

（
ヤ
・】
口
（

中
凛
一―、
」
・一

.11

1,I
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●医療資源等の実情に応した

県としての連携体制のあり方等の検討
●糖尿病に関する意識向上

【具体的事業】

t_____【精昼病療養指導体制の充実〕   l

【目的】
●かかりつけ診療所における
糖尿病療養指増の充実
●糖尿病療贅指導士や管理栄養士

等の活用促進

【具体的事業】
O療贅l旨導説明会・研修会
Oかかりつけ診療所における療贅l旨導従事
者同士の情報交換会

(療養指導士、看護BT、 管理栄養士等間)
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がん対策推進室
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がんによる死亡者数     ……全死亡におけるがん患者の割合
――(心疾患)         一 〈脳血管疾患)

がん死亡者数と全死亡者に対する割合
1参著11
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0

8888888
88888じ 8

・ =すがん以外の死亡者数

――(結核)

厚生労働省「H21年人口動態続81月報年報 (概数)の概況」より
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「がん」が第一位に



都道府県別がん75歳未満年齢調整死亡率
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がんに関する統計
項 目 状現 出 典

死  亡  数 総数34万4105人 (全死因に対し301%)
[男性 20万 6,352人 ](全死因に対し339%)
[女性 13万7,753人 ](全死囚に対し259%)
→  “日本人の 3人に 1人ががんで死亡"
X がんは加齢により発症リスク増
→ 粗死亡数は増加傾向 (高齢化の影響)
※ 年齢調整死亡率 (75歳 未満)は、平成 7年以降減少傾向
(平成 7年 :1084→ 平成21年 844)
※ がんの種類が変化している

人口動態統計
(平成21年 )

罹  患  数 67フ,6,075A
[男性 39万 835人 ]
多い部位 :①胃、②大腸、③肺、④前立腺、⑤肝臓
[女性 28万 5,240人 ]
多い部位 :①乳房、②大腸、③胃、④肺、⑤子宮
※ 男女とも、 L位 5部位のがんで、全がん患者の 6割以 Lを
占める

※ 乳房と子宮頚部の上皮内がんを含む

地域がん登録全国推計値
(平成17年 )

生 涯 リ ス ク 男性 :54%、 女性 :41%
→  “日本人の 2人に 1人ががんになる"

国立がんセンターがん対
策情報センターによる推
計値
(平成17年 )

受 療 ・ 患 者 継続的な医療を受けている者は152万人
・ 調査日に入院中の者は14万 1,400人
・ 外来受診した者は15万6400人

患者調査

(平成20年 )

が ん 医 療 費 2兆 6,958億円
※ 一般診療医療費全体の105%

国民医療費
(平成i9年 )
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がん対策基本法 (平成18年法律第98号 )

がん対策を総合的かつ計画的に推進

がん予防及び早期発見の推進

がん予防の推進

がん検診の質の向上等

がん医療の均てん化の促進等

O専 門的な知識及び技能を有する医師、その他の
医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等

Oが ん患者の療養生活の質の維持向上
○ がん医療に関する情報の収集提供体制の整備

等

研究の推進等

がんに関する研究の促進

研究成果の活用

医薬品及び医療機器の早期承認に

資する治験の促進

臨床研究に係る環境整備

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成

がん対策推進基本計画

閣議決定・国会報告

地方公共団体

都道府県がん対策推進計

画
がん医療の提供の状況等を
踏まえ策定

参考2

０

０

○

○

○

がん 画 (平成19年6月 閣議決定 )

1驚編集柵 t4。2-|1喜 翼3饉癬 裏鑑 異m上 |

1 がん医療
(1)放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成
②緩和ケア ③在宅医療 ④診療ガイドラインの作成 ⑤その他

☆ すべての拠点病院において、放射線療法及び外来化学療法を実施
【5年以内】
☆ すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩和ケアについて
の基本的な知識を習得【10年以内(運用上5年以内)】

2医療機関の整備等

☆ すべての2次医療田に
おいて、概ね1箇所程度拠
点病院を設置

【3年以内】
☆ 5大がんに関する地域
連携クリティカルバスを整
備【5年以内】

3がん医療に関する相談
支援及び情報提供

☆ すべての2次医療圏
において、相談支援セ
ンターを概ね1箇所以
上整備
【3年以内】

4が ん登録

☆ 院内がん登録を実施して
いる医療機関を増加

5がんの予防

☆ 未成年者の喫煙率を
0%とする【3年以内】

6が んの早期発見

☆ がん検診の受診率について、
50%以上とする【5年以内】

7がん研究

☆ がん対策に資する研
究をよリー層推進
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がん対策推進基本計画 中間報告書

参考3

参考4

平成 19年に策定された5か
年計画の進捗状況を把握

〉全体目標(死亡の減少とQOL
向上

〉個別目標 (がん医療・医療機関
の整備等・相談支援情報提供・
がん登録口予防・早期発見・研
究のフ分野 )

計画に示された目標達成に
向けた更なる取組の推進

次期基本計画を作成する際
に検討すべき今後の課題

H18年度

がん対策推進 ll本語卜画 中1判報告書

141皮 22116り 1151
厚  ′11 '′  働  絆

がん対策推進基本計画の変更に係るスケジュール
Arnendment Schedule of Basic Plan to Promote Cancer Control Programs

11～ 3月 6月月５

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

（
基
本
法
策
定
関
係
）

（
計
５
回
）

相湘出噛噛晰円四円螂̈
躙‥（…‐４‐部一＝田“日一日日日日日‐‐ｉ・・・．‐

間
議
決
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（
６
月
１
５
日
）

が
ん
対
策
の
推
進
に
関
す
る
意
見
交
換
会

（
計
５
回
）

H19年度

:ち
「1

H21年度

6～ 3月

H22年度 H231調贅

二
剛

０

癬

闇

日
悧

川
出

月一

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

（
中
間
報
告
関
係
）

（
計
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回
）

1富腎語窪蔵貧3首T I
l口言P」 Itti_|
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協議会の下に専門委
■会をi讐置

がん研究倉野
綾ネロケア分野
小児がん分野

一が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
の
変
更
　
閣
議
決
定
　
施
行

ハ
γ

が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
　
赤父
更
に
係
る
手
続
き

ハ
γ

が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
の
変
更

（案
）
ハ
プ
リ
ツ
ク
コ
メ
ン
ト
募
集

が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
の
変
更

（案
）

L___」

14ページ



がん対策の推進について
平成23年度予算 (案 ) 343億 円 (22年度当初予算額 316億 円)

参考5

平成19年 4月に施行された「がん対策基本法J及び同年6月に策定された「膠ヽ対策推進基本計画Jの個別目標
の進捗状況を、質 量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。

(1)がん医療専P5医等がん医療専門スタッフの育成

GDi催
る「

連携拠点病院に携わる医療従事者の計画

(2)がん診療連携拠点病院の機能強化

(3)国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進

11   76

08   20

343  343
08   09

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推
進

・インターネットを活用した専門医の育成

・がん医療に携わる医師への緩和ケア研修

・医療用麻薬適正庚用の推進

(2)在宅緩和ケア対策の推進

・在宅訪間看護ステション・医療機関に勤務する看護81
の相互研修

52?轟
漢 麟 影 模 霙

事業 〇

oが ん検診受診率分析委託事業
(3)がん医療水準均てん化の促進

(2)がんの早期発見と質の高いがん検診の普及

{独)国立がん研究センター運営費交付金

(うち、元気な日本復活特別枠 :148億円G))

10

36

03
・第3次文」がん総合戦力研究経費           463  581
0蹴

騒

『

筵 f法
による動 的がん治鰯

16。  _

回 國
・院内がん登録の推進※,

・がん登録実施に関する調査・制度管理、指導来1

①
檄

談に携わる者に文」する研修プログラム

cDl婦 府県がん対策推進事業 (緩和ケア研修を除

876  880
※2

68

５

　

２

０

　

８

O  「元気な日本復活特別枠」て要望
(Xl)当該事■について1き、独立

`政
鮨人日立がん研究センター運営●交付金において実施

|※ 2)う ち、 2億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦38事業と重複81上

■ ■
178  221

120_3  840

408    -

722  757

06   -

08   46
■|● ,■颯撻疇

=贈
出い響

(1)Sヽ予防の推進と普及啓発

都道府県がん対策推進事業の拡充 (がん総合相談事業 )

|・相談員〈ピアサポーター  :
1 等)に対する研修プロ   :
: グラムの策定・配布   :

活、介護など、様々なIB談
を1か所で受けられるよう
にして欲しい

様々な分野に関する
相談をワンストップ

満、現在の治療に対する不
安を聞いて欲しい

il薦眠百磯蘭瀬澤

'聞

J「
'「

i

: する研修の実施     :

巨褻憂亜[II:
:・患者必携相談窓口    |
:(コールセンター)の設   |
:置         |
]_________¨ ~― ― ― ― ‐ ‐

!

ついて知りたい

レ署||
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|     がん領域の病理診断における均てん化と病理医の育成・研修促進対策(案) .参
考7

がん治療には的確な病理診断が必須であり、基本的には病理診断を基に、あらゆる治療 (手術、化学療法、放射線療法等)が行われている。また、現在実施されて
いる様々な先進的がん研究の大きな基盤の一つが病理学であり、今後も重要な役割を担うものである。しかしその一方で、明らかな病理医不足が指摘されており、
日本のがん医療が抱える大きな問題として、今後、対策を講じる必要がある。

学生(一般)

◇病理職を知らない ◇試験問題が
◇授業がつまらない  少ない

◇関心の低下
◇初期研修に病理教育がない

◇病理医数が少ない ◇地域偏在 ◇待遇が悪い
◇厳しい職場環境  ◇専門性の高い病理医が少ない
◇一人勤務医による精度管理上の問題

◇行き場がない
◇まだまだ現役

ll病l19常
多・1亨‐
 |

O病理職やその重要性に関する一般への啓発
…ドラマ(例 )法医学等への露出

◇病理専属の業務補助にあたる技師がいない

病理医の人員確保口専門研修・診断体制の整備

|○各2次医療口における病違医や病理修齢補助員等の現状調査   |
…病理専門医数及び一般病理医数、病理診断補助員数等

O病理専門医の包括的支援体制の整備
…各2次医療日における病理専門医の複数名配置による質の高い病
理診断体制の拡充
0より質の高い病理診断のサポート体制の整備
…病理診断補助員 (臨床検査技師等)の増員や専従化等

○退職病理医等の雇用環境の整備

|○専門性の高い病理医の育成・研修
…一般病理医に対する専門性の高い(サプスペシャリティ)病理医の育
1成 (eJea「 ning等を用いた研修の実施等)

○病理医の院内外における連携体制の整備
…キヤンサーボードヘの参加や定期的な合同病理診断カンファレンス
の実施
…地域医療機関 (病院、診療所等)で実施した病理診断に対して、病理
専門外来等を設置し、コンサルテーションを実施

↓  ‖
○魅力ある講義・実習の実施

↓

○病理学に関する国試出題数の増加

Oがん診療に関わる若手医師を対象として、日常診療に必
要な標準的病理診断の知識や技術を身につけるために、
臨床実地研修等の実施

|       がん診墨饗携拠点病院にお竺歪壼理医の業務状況董
○がん診療連携拠点病院数 :3フフ病院
<日本病理学会認定施設>
・都道府県がん診療連携拠点病院  49/51病 院
・地域がん診療連携拠点病院   220/326病 院

○学会認定病理医数 (常勤):793名 (平均2.1名 /1拠点病院)
・最大12名
・最小 0名 (非常勤で代用)

○病理医1名 当たりの新規患者数

平均

最大

最小

1,724名 /年

5,729名 /年

359名 /年

1日 平均 66名
1日 平均22.0名

1日 平均 1.4名
※ 新規がん患者については、術前診断(手術がある場合は術中・術後)で病理
診断が必要。
新規患者以外にも、検診者や再発患者のために病理診断を行うことがある。

01回当たりの病理診断手順
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働く世代への大腸がん検診推進事業
参考8

背 景 |
O大腸がんは、年間の罹患数¬0万人、死亡者数4万人と我が国に多いがん。
O特に、働き盛りの40歳代後半から罹患者数、死亡者数ともに増加。

民主党マニフェスト(抜粋)
5年金・医療 介護 障害福祉
●新型インフルエンザ対策としてのワクチン機種体
制の強化、がんの予防・検診体制の強 1ヒ、肝炎治
療に対する支援などに集中的に取り組みます。

事業概要 (案 )

市区町村が一定の年齢に達した方全員に無料クーボン券等を送付し、がん検診の重要性や検診方法を理解していただくなど
により、がん検診を受けやすくし、大腸がんが疑われる者に対しては、精密検査につなげるような体制を構築

精密検査結果の連絡
市町村

⑤委託契約
⑥請求(実績報告)

○検査キット等を希望する個人宅へ配布等 (回収)

○ 検 査 結 果 の 把 握 (要精密検査となった者の情報も含む。)

1  検診医療機関 検診対象者

○大腸がん検査キット等による検査及び間診
○検 査 結果 の説 明 (※精密検査が必要な場合、必ず精密検
査を受診するよう説明することや必要に応じ、医療機関を紹介)

O精密検査の実施

O自宅で自ら大腸がん検診のための採便を実施
O検診対象者 :40歳、45歳、50歳、55歳、60歳
(男性 :約 421

大腸がんが疑われる者については、精密検査

①無料クーボン券、検診手帳等
の送付

② 受診希望者に対し、検査キッ

期待される効果

ウト等百希望者に直接送付することにより、検診医療機関に受け取りに行く手間や時間が省かれる。これによ
り、検診を受けようという人が増える。
がん検診の受診率が向上し、早期発見・早期治療が回られ、働き盛りの方の大腸がんによる死亡リス

女性特有のがん対策の推進について

女性特有のがん (子宮頸がん、乳がん)については、検診受診率が20%程度と

女性特有のがん検診推進事業として、一定の年齢に達した女性(※ )に対し、子宮
がん及び乳がん検診の無料クーポンを配布するとともに、検診手帳を交付するこ
とにより検診受診率の向上を図る。

平成22年度予算 76億円

○補助先等 :市区町村 (検診費 (1/2) 事務費 (1/2))

平成23年度予算 (案 ) 72億円 (対象人数の減)

○補助先等 :市区町村 (検診費 (1/2)、 事務費 (1/2))

※対象年齢  子宮頸がん検診
享しがん検診

20歳、25歳、30歳、
40歳、45歳、50歳、

35歳及び40歳
55歳及び60歳
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1回あたり
の研修会
修了者数
(A B)

悪性新生物

総患者数

(C)

修7者 1人あ
たりの
「
_者数

`C A,

がんB●に鶴わる医師に対する饉和ケア研修会 修了E書交付枚数等―買

(A,及びIF,メ 千威22年 2月実現在 厚生労働省において実施を饉としたもの

0

'⑮

ご ざ ぶ ゞ

・

注)上のグラフは、修了証書の交付枚数を月毎の伸び率換算したもの

がん鯵療に携わる医師に対する緩和ケア研修会

修了証書の交付枚数推移

交付枚数

緩和ケア研修会修了証書交付枚数集計表

――交付枚

散

ハ
ー
て
”

公表日時等 集計時点 交付枚数

健康関係主管課長会議 (平成21年 2月 6日 ) 平成20年 12月 31日

第9回がん対策推進協議会{平成21年 2月 26日 , 平成21年 2月 26日 2,669

第10回 がん対策推進協議会(平成21年 6月 24日 ) 平成21年 5月 31日 3,730

平成21年度がん関係主管課長会議 (平成?1年 7月 3日 平成21年 6月 30日 4,175

第11回がん対策推進協議会
`平

成21年 12月 2日
'

平成21年 10月 31日 9,260

全国健康関係主管課長会議 (平成22年 2月 4日 , 平成22年 1月 5日 0,067

第12回がん対策推進協議会 (平成22年 3月 11日 , 平成22年 2月 28日 1,174

第13回がん対策推進協議会(平成22年 5月 28日 ) 平成22年 3月 31日 1,254

第14回がん対策推進協議会 (平成22年 10月 6日 ) 平成22年9月 1日 7.066

第1回緩和ケア専門委員会(平成23年 1月 11日 , 平成22年 12月 28日 20,124

(CIは 平懃 0年●
=謳
■におけるヽ コ府県射8性新生綺患者額



|夕者|||
がんの早期発見

○ がん検診については、健康増進法第19条の 2に基づ<健康増進事業として市町村が実施。
○ 厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」 (平成20年 3月 31日
厚生労働省健康局長通矢□)を定め、市町村による科学的根拠に基づ<がん検診を推進。

種類 検 査 項 目 対象者 受診間隔

冑がん検診 問診及び胃部エックス線検査 40歳以上 年1回

子宮がん検診 間診、視診、子宮頚音Bの細胞診及び内診 20歳以上 2年に 1回

肺がん検診 問診、胸部エックス線検査及び0客痰細胞診 40歳 以上 年 1回

早tがん検診
間診、視診、触診及び乳房エックス線検査

(マンモグラフィ)
40歳以上 2年に 1回

大1易がん検診 問診及び便潜血検査 40歳以上 年 1回

子宮がん検診 :有症1犬者は、ます医療機関の受診を勧奨。
子宮体部の細胞診を実施。
:平成15年度まで、対象者は30歳以上、

乳がん検診  :平成 15年度まで、対象者は50歳以上、

ただし、本人が同意する場合には、子宮頚部の細胞診に31き続き

受診間隔は年 1回。
受診間隔は年 1回。

※ 1

※ 2

卿
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０

‥
年
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胃がん 大腸がん

がん検診の受診率(胃がん、場がんJ市

5096

がん :男女計

肺がん

50%        o      lo     20     30     40     50%

国民生活基礎調査 (厚生労働省大臣官房統計情報部 )

乳がん、子宮がん :女性 )

40     5096

国民生活基礎調査 (厚生労働省大臣官房統計情報部 )

がん検診の
乳力くん

5096
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がん検診の精度管理・事業評価の流れ (全体像 )

厚生労働省

○結果フィードバック

○検討結果 データ公表

○事業評価

○結果フィードバック

0検討結果 データ公表
0指導

○情報共有

○指針提示

O結果フィードバック
○検討結果 データ公表

O指導

/O結 果フ/―ドバック

O検討結果 データ公表

Ｏ
検
討
結
果
及
び
デ
ー
タ
の
公
表

O情報共有

|  |○

データ報告

- 共 有

○データ報告 ○データ報告

3月「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り について」報告書より抜粋 )

国立がんセンターなど
分析 評価を行う専門機関

生活習慣病検診等管理指導協議会

医療保険者 職  場  等

国  民

検診機関

私長2年1枚攪曇ξ
より「
1  1。
受診

がん診療連携拠点病院制度
47都道府県 (377カ所)H22年 4月 1□ 参 考 1
ぴ通馬県がんi9療 連携1点庵演 : 51病 8完

"1或

かん診療連孔拠点ら
"t  1324病

院
工立 r」tん |]究センター中央病五及び東病院

(独)国立がん研究センター
ん対策情報センター

●専門的ながん医療の提供等  X留ちヂ現鰈
(手術、放射線療法及びイヒ学療法を効果的に組み合わせ
た集学的治療の実施や治療の初期段階からの緩和ケア
の実施等)

●地i或のがん診療の連携協力体制の構築
(研修や診療支援、患者の受入・紹介等)

●がん憲者に対する相談支援及び情報提供

:ll::

ゼカン ′`1ご _インを行う医燎機関の 4ヽ成 広媚
地●コ焦クしティカルバスの ヽ作成 共有
_6種昨 計画の作成 等

日ヽ||

椰ッ→-

地域の医療機関等 (病院、診療所 (例 :在宅療養支
援診療所)、 かかりつけ医など)

21ページ
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がん診療連携拠点病院の指定更新等に係る
今後のスケジュールについて

「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」平成20年 3月 ¬日付け健発第0301001号

健康局長通知(平成22年 3月 31日 ―都改正)(以下、「指針」という)に基づき、平成23年度

以降も引き続き、がん診療連携拠点病院の指定を希望する場合は、平成 22年 10

月末までに、指針に規定する所定の要件を充足した上で、指定に係る更新申請等を

行う必要がある。

「第7回 がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会 :においては、都道府県に

お l■る地域の実状と拠点病院椎薦に関する考え方を暮理いただき、以前条件付きで

拠点病院の指定を行った都道府県及び今年度新規に拠点病院の指富を推薦する都

道府県等から、個別にご説明いただいた上で検討を行い、本年度内に指定の手綿き

を行う予定である。

平成 22年  1

平成 22年  1

平成 23年

平成 23年

平成 23年

0月 31日

2月～

2月 10日

3月 末まで

4月  1日

指定更新推薦書等提出締め切り

検討会における都道府県からのプレゼンテー

ション様式の提出依頼予定

第 7回がん診療連携拠点病院の指定に関する
検討会開催予定

がん診療連携拠点病院 (平成 22年 10月末
締め切り分)の現況報告を公表予定

第 7回がん診療連携拠点病院の指定に関する
検討会により指定更新等が認められた医療機
関の指定の効力発生

ハ
ー
て
日



総務課

地域保健室・保健指導室

「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の見直し
【基本指針の見直しの主な経緯】

平成 6年・「地域保健対策の推進に関する基本的な指針 (以下、基本指針)」 を告示
(「地域保健法」の一部施行、平成 9年「地域保健法」全面施行)

平成 12年・「介護保険法」の施行、健康危機管理体制の確保などによる基本指針の一部改正
平成 15年・「健康増進法」の施行、精神障害者対策などによる基本指針の一部改正

【前回の基本指針見直し(平成¬5年 )後の主な状況の変化】

平成 18年・がん対策基本法及び自殺対策基本法の制定
平成 20年・医療制度改革の施行 (医療計画 (4疾病 5事業)の策定、特定健診・保健指導の実施〉
平成 21年・新型インフルエンザの流行

・保健師助産師看護師法の一部改正 (免許取得後の研修の実施・H2241施行)
等

【今後の主な予定スケジュール】

平成23年 2月 ～(予定)
平成23年 夏頃

【今後の検討の主な方向性】

○ 現状に即した見直し

・地域保健対策検討会による議論を再開
・地域保健対策検討会の取りまとめ
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師等の研修に関する法律と研修ガイドライン

第3条 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、当該市町村が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な
施設の整備、人材の確保及び資質の向上等に努めなければならない。
② 都道府県は、当該都道府県が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整備、人材の確保及
び資質の向上、調査及び6■究等に努めるとともに、市町村に対し、前項の責務が十分に果たされるように、その求
めに応じ、必要な技術的援助を与えることに努めなければならない。
③ 国は、地域保健に関する情報の収集、整理及び活用並びに調査及び研究並びに地1或保健対策に係る人材の替成
及び資質の向上に努めるとともに、市町村及び者B道府県に対し、前二項の責務が十分に果たされるように必要な技
術的及び財政的援助を与えることに努めなければならない。

第4条 国は、看護BT等の螢成、研修等による資質の向上及び就業の促進並びに病院等に勤務する看護eT等の処遇の
改善その他看護師等の確保の促進のために必要な財政上及び金融上の措置その他の措置を講するよう努めなければ
ならない。
第5条 病院等の開設者等は、病院等に勤務する看護BT等が適切な処遇の下で、その専P3矢□識と技能を向上させ、か
つ、これを看護業務に十分に発揮できるよう、病院等に勤務する看護師等の処遇の改善、新たに業務に従事する看
護師等に文Jする臨床研修その他の研修の実施、看謹師等が自ら研修を受ける機会を確保できるようにするために必
要な配慮その他の措置を話するよう努めなければならない。
第6条 看護師等は、保健医療の重要な担い手としての自党の下に、高度イヒし、かつ、多様化する国民の保健医療
サービスヘの需要に対応し、研修を受ける等自ら進んでその能力の開発及び向上を図るとともに、自信と誇りを
持つてこれを看護業務に発揮するよう努めなければならない。

第28条の2 保健師、助産師、看護eT及び准看護師は、免許を受けた後も、臨床研修その他の研修を受け、その資
ように努めなければならない。

研修における連携の例

プログラム企画・運営組織 (委員会等)

|

酷
◆

実際に
出向き支

中央研修 (OfF‐ JT)

※OJT10n the Job Training):職 場内教育 Off」T(Offthe Job Training):職 場外教育

´́ ´儒 支援

実際に

出向き支援

支援

L三葬 l三

実地指導者
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1    平成23年度 保健師人材育成関連予算ω   ~¬

地域保健従事者現任教育推進事業 平成23年度予算額 (案):85百万円

保健師の人材確保・育成対策を推進するため、地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制を構築
する。

(1)地域保健従事者の現任教育体制の構築
【補助先 :都道府県、指定都市  補助率 :1/2】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価に係る検討会等開催経費
・卒後臨地研修を企画・調整する会議のための開催経費
・教育の中核となる保健所等以外の保健所等の研修体制の把握・評価・助言等を行うための旅費
・国立保健医療科学院が行う研修に参加する際の旅費及び職員代替経費
(2)中核市等における人材育成ガイ ドラインの作成及び評価事業
【補助先 :保健所設置市 (指定都市を除く)、 特別区 補助率 :1/2】
・人材育成ガイ ドラインの作成及び評価のための検討会等開催経費
(3)保健所保健師等育成支援事業
【補助先 :都道府県  補助率 :1/2】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成 トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費 (謝金)等
・教育の中核となる保健所等が実施する研修に保健所保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費
(4)市町村新任保健師等育成支援事業
【補助先 :保健所設置市、特別区、市町村  補助率 :1/2】
・新任保健師が行う家庭訪間等に退職保健師などが育成 トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費 (謝金)等
・都道府県が実施する研修に市町村保健師が参カロする際の旅費及び職員代替経費

保健師管理者能力育成研修事業 平成23年度予算額 (案):9百万円

市町村の管理的立場にある保健師を対象に、人材及び業務の管理に必要な能力を向上させるため、全国をプロック別に区分し研修事業を実施す
る。【本省費】

国立保健医療科学院における保健師の人材育成
専門課程‖ 地域保健福祉分野
○対象 :

(1)国や地方公共団体から派遣された保健・福祉分野に従事している職員
(保健師、助産師、看護師、管理栄養士、福祉職、事務職など)
(2)将来、地域保健福祉分野への就職を志望し、そのために高度の知識を得ようとする方
0実施期間:1年間
O目 的 :地域保健福祉業務において、指導的立場で実践活動を総合的に推進するために必要な能力を養うことを目的とする

○対象 :

(1)国や地方公共団体から派遣され保健・福祉分野に従事している職員 (社会福祉士、社会福祉主事、管理栄養士、保健師、
看護師、助産師など)
(2)地域保健福祉活動の計画や実践、評価などに関する高度の知識を得ようとする方(社会福祉士、管理栄養士、保健師、看
護師、助産師、薬剤師など)
O実施期間 :3ケ月(平成23年4月 13日 ～平成23年 7月 22日 )
○目的:保健福祉に関連する業務において、実践活動の質的向上を図るために必要な知識・技術を習得することを目的とする

公衆衛生看護管理者研修 (実務管理 )

O対象 :

(1)保健師の免許を有し、保健師として都道府県、政令指定都市等に勤務し管理的立場 (実務リーダー)にある方
(2)前記に掲げる方と同等以上の学識及び経験を有すると院長が認めた方
○実施期間 :前期 平成23年 5月 23日～平成23年 5月 31日 7日間

後期 平成24年 1月 11日 ～平成24年 1月 13日 3日 間 計lo日 間
○目的:公衆衛生看護活動の管理者として、期待される役割や機能を総合的に相談でき、実務業務へ応用することができる知
識と技術の習得を目的とする

公衆衛生看護管理者研修 (人材管理 )

○対象 :次世代の人材育成を施策的に実行していく公衆衛生看護管理者の役割を認識し、そのために必要な知識、技術の習得を
目的とする
O実施期間:平成23年 9月 13日 ～平成23年 9月 16日 随時 :遠隔教育(4コマ)計 集合研修4日間+遠隔教育
0目 的:次世代の人材育成を施策的に実行していく公衆衛生看護管理者の役割を認識し、そのために必要な知識、技術の習得を
と
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平成22年度までの地域・職域連携推進事業

・職域連携により実施する保健事業等について企
・立案、 実施・運営、評価等を行う

定健診・保健指導の結果データ等を基に、管内

・保健指導、各種がん検鰺等の受診率向

地域・職1或連携推進事業における自殺 。うつ病等対策の強イヒ

与

O調査研究事業
O地域産業保健相談・マネージメント事業
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全国健康関係主管課長会議

健康局 疾病対策課

臓器移植対策室

1日 臓器移植対策

27ページ



臓器提供
↓あつせん機関 こよるあつせんの対象

健康な人からの臓器の部分提供 (生体移植※)

必須

必須条件ではない

臓器移植法の概要①

平成9年 7月 :「臓器の移植に関する法律」(超党派による議員立法)公布。同年10月 施行。

平成21年 7月 :「臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律」(超党派による議員立法
)公布。平成22年 1月 一部施行。同年7月全面施行。

基本理念 (生前の臓器提供に関する意思の尊重、任意性の確保、移植の適切な

実施、移植機会の公平性)

対象となる臓器 心臓、肺、肝臓、腎臓、膵臓、小腸、眼球

臓器の摘出

移植術に使用するために臓器を摘出することができる場合を次の①又は②のいずれかの場
合とする。

①本人の書面による臓器提供の意思表示があつた場合であって、遺族がこれを

拒まないとき又は遺族がいないとき

②本スの臓器提ル獲認 が不明αわ 4遺族力Fi_~2を書面Iこよ)諜 オるとき

○

△

脳死後の臓器提供

心臓が停止した死後の臓器提供
1                                   』

提供可能な臓器

本人の書面による

意思表示 家族の承諾

改正前 改正後

脳死
心臓、肝臓、肺、小腸、

腎臓、膵臓、眠球
○ △ 必要

心停止
腎臓、眼球 △ △ 必要

膵臓 ○ △ 必要
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臓器移植法の概要②

IV臓器の摘出に係る脳死判定の要件
移植に係る脳死判定を行うことができる場合を次の①又は②のいずれかの場合と

する。

①本人が

A書面により臓器提供の意思表示をし、かつ
B脳死判定の拒否の意思表れ てし1る塀台〃″の塀θであつて、家族が脳死
判定を拒まないとき又は家族がいないとき

2本人だつιて
ス 臓器の提供意思力r不明 あ 久 ″ つ`

β 脳死割定のん駒媚瞬表示をια 嗜霧 ″物甕衿 α

"こ
家族力職死

判定を″夕ごとを書面
=こ
よ卿 げ 残飴き

※ なお、脳死が人の死であるのは、改正後においても、改正前と同様、臓器

移植の場合だけであり、一般の医療現場で一律に脳死を人の死とするもの

ではない(提案者及び衆議院法制局見解).

臓器移植法の概要③
/嫉 への優先″夕の意思表示
臓器をκ角朽 意思の表示|こ″どこ 親族rこ対し当言亥職器を優先的

=こ
提μする

意思を書面|こよ笏赤 九だとガゞできる。

Ⅵ 臓器売買等への禁止、臓器のあつせん業の許可制

《臓器のあつせんの具体的内容》

①臓器の提供者の募集及び登録

②移植を希望する者の募集及び登録

③臓器の提供者、臓器提供施設、移植実施施設等との連絡調整活動 等

〃 普及 “啓発

国及ι4地方公共団体1ま、臓器提供意思の有無を運転免許フ及び藤療疾度の腹保険者証
等
=こ
記載九だと″ゞできるごととチる手l移植医療

=こ
関する啓発及び婦 の昔表|こ必要な施

策を講デちるのとナる。

///自秘 響 |すた児童への逮応
移植医療従事者カミ児童虐″力=行わわ霧胸″妨るかど,かを確認し,及びその

ガι
'ガ
惨る場合など男

=こ
対応丸鋳 めの方策を講売 。
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臓器の移植に関する法律 改正前後の比較表

臓器移植の現状について

改正前 改正法 施行日

1
親族に対する
優先提供

○当面見合わせる(ガイドライン) ○臓器の優先提供の意思表示を認める
平成22年
1月 17日

脳死判定 。

臓器摘出の

要件

○本人の生前の書面による意思表示

があり、家族が拒否しない又は家族

がいないこと

○本人の生前の書面による意思表示が

あり、家族が拒否しない又は家族がい

ないこと (法改正前と同じ)

又は

○本人の意思が不明 (拒否の意思表示

をしていない場合)であり、家族の
書面による承諾があること

平成 22年
7月 17日小児の取扱い

015歳以上の者の意思表示を有効

とする (ガイドライン)

○家族の書面による承諾により、15歳

未満の方からの臓器提供が可能となる

3
普及・啓発
活動等

(規定な し)
○運転免許証等への意思表示の記載を

可能にする等の施策

4
被虐待児への

対応
(規定なし)

○虐待を受けて死亡した児童から臓器

が提供されることのないよう適切に

対応

(1)臓器のあつせん機関

(社 )日本臓器移植ネットワーク

眼球以外の臓器について、全国一元的にあつせんを実施。

アイバンク(全国54バンク)

眼球についてあつせんを実施。

(2)臓器 移植 の実 施 状 況 (臓器移植法施行後 (平成9年10月 16日 )から平成23年 1月 27日 まで)

・ 脳死判定事例…・119例 (うち臓器提供事例。・・118例 )

改正法施行(平成22年 7月 17日 )後…・32例 (うち家族承諾30例 )
・ 移 植 実 施 件 数 (臓器移植法施行後 (平成9年 10月 16日 )から平成22年 12月 31日までの累計 )

心臓 肺 肝臓 腎臓 膵臓 小腸 眼球(角膜)

脳死 90件 88件 95件 209件 84件 9件 85件

心停止 0件 0件 0件 2018件 2件 0件 20,568件

計 90件 88件 95件 2,227件 86件 9件 20、 653件
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― 改正法施行後

脳死下での臓器提供者数の推移 (年別)

(平成9年 10月 ～平成23年 1月 27日現在 )
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―  脳死

`提

供可能臓署l
心臓、肺、肝臓、
膵臓、腎臓、
小腸、眼球{角膜)

‐  心停止

`提

供可能臓器)
膵臓、腎臓、
眼球(角膜)
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臓器移植の実施状況 (過去3年間の状況)

平成20年 平成21年 平成22年 移植希望者数

心臓

●
‥

■
１ 件

(111牛 )

7件

(7件 )

23 件

(23‖卜)
162名

肺
14 件

(14件 )

10 件

(10件 )

25 件

(25引卜)
146名

肝臓
13 件

(13件 )

7件

(7件 )

30 件

(30‖■)
292名

腎臓
210件

(26個卜)

189件

(14件 )

209件
(62引卜)

12,089名

膵臓
10 件

(10件 )

7件

(7件 )

25 件

(25f4)
174名

小腸

■
―件

(1件 )

件

(1件 )

4 件

(4件 )
4名

眼球 (角膜 )
1,641件
(11件 )

1,595件
(12件 )

1,694件
(24引卜)

2,600名

移植希望者数は、平成23年 ¬月4日 (眼球 (角膜)については平成22年 12月 31日 )現在。
(  )内は、脳死下での移植実施件数。

普及啓発について

【平成22年】改正法の周知に重点

【平成23年以降】
意思表示方法等の啓発に注カ

１

２

※

※

意思表示欄が設けられた
運転免許証や健康保険証の配布が拡大
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普及啓発の取り組み

● 政府広報を活用した普及啓発の実施
・ 新聞への広告 (全国紙・地方紙計72紙 (3回実施))
・ インターネットテレビ、オンライン情報、モバイル携帯広告、インターネットバナー、
ラジオ番組 等

● 各種公共機関、コンビニエンスストア等への臓器提供意思表示カードー体型リーフ
レットの設置

● 運転免許証及び健康保険証の意思表示欄に関する周知、
説明用リーフレットの配布

● 全国の中学生を対象としたバンフレットの配布

● 厚生労働省ホームページによる情報提供

● 臓器移植普及推進月間 (毎年10月 )の実施、
臓器移植推進国民大会の開催
(平成22年度は熊本県で開催。平成23年度は長野県で開催予定。)

【政府広報の実績】

新聞記事下広告 (H22.12.27)

命 硼 棚 :胤嚇_

‐“`……………………・・"・…… ・̈ヽ
か・̈・・…… ・ヽ・・・・ ¨鶴

ユ _.... ‐..

Yahoo!JAPAN′ ナ`ー広告(H22.10.22～ 31)
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レ改正臓器移植法施行

,月 17日か :lrK器 1,植′■力:曹 11'■●

新聞突出し広告 (H22.7、 H22.10)

.平 成ク2年 10月 掲載
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カード付きリーフレット(表面 )
((社 )日本臓器移植ネットワークのHPからダウンロード可能 )
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中学生向けパンフレット(今年度は全学年に配布)

確実な提 1■意思の確認のために
せひ登録を :

:む ロヰロロ●●ネ′トワークのホームベー
ン7、 日B魏 」口する●9ヽ●●tしたい し
たくない)の■●かで0ます.量筆すると、D
の入 つた量● カー ドか発うされます.ホ摯饉

が発了すると口田口嶼の,に十人●●を確暉
する祠0となります.

―
http:ノノwwwJotnw.or.Jp

―

露
□

適正な臓器移植の推進に向けた実施体制

厚生労働省 (社 )日本臓器移植ネットワーク

(財 )日本アイバンク協会

・ ガイドライン等の策定、発出
・ 政府広報等を活用した普及
啓発
・ ホームページヘの情報掲載

・ 臓器移植についての知識や意
思表示方法の普及啓発
・ 臓器提供意思登録システムの

運用
・ 意思表示カード・シールの配布

・活動旅費
・臓器移植推進費
。会議開催費

口臓器移植についての知識や意思表示方法に関する普及啓発の実施
・『臓器移植普及推進月間Jご「臓器移植推進国民大会」の実施(毎年10月 )

都道府県臓器移植コーディネーター
とともに、
「臓器移植についての知識
・意思表示方法等
の周知

。医療従事者に対する普及啓発活動
・関係医療機関の臓器提供体制の
拡充
・心停止下での腎臓・眼球の提供も含
め、臓器提供協力(意思確認の実施)に
ついて施設等巡回し依頼

平成23年度予算案 62′ 266千 円
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① 日常業務

都道府県臓器移植コーディネーターの業務について

地域において臓器移植の普及定着を図るため、以下の業務を行う

● 地域住民に対する普及啓発活動

● 臓器提供施設の医療従事者等に対する普及啓発活動

● 臓器提供施設との連携体制の確保口整備 他

日本臓器移植ネットワークコーディネーターと連携し、以下の業務を行う

● 臓器提供に係る意思の確認等

● 検査及び摘出された臓器の運搬に関する手続き

● ドナー家族に対し、移植患者の余後の報告 他
:

:
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2.造血幹細胞移植対策
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造血幹細胞移植対策について

骨髄移植対策

さい帯血移植対策

骨髄移植対策

骨髄バンクドナー登録者数

37万6千人を超える(H22.12末 )

骨髄バンクを介した移植件数

12,498件 (H22.12末 )
(H21年度 1,232件 )
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●末梢血幹細胞移植の段階的な実施

<末梢血幹細胞移植とは>
・白血病等に有効な治療法の一つ

・血液中の造血幹細胞をG― CSFの注射で増やし、腕の血管から採取
・全身麻酔による骨髄穿刺や自己血採血、手術室の確保が不要

末梢血幹細胞移植の導入経緯

H223 日本造血細胞移植学会の血縁ドナーフォローアツプ事業が終了
H228 厚生科学審議会造血幹細胞移植委員会において、末梢血幹細胞移植を骨髄バンク

事業の一環として実施するとの意見

H2210骨髄バンク事業での段階的な実施を開始
H231 ドナー登録要件を変更し、末梢血幹細胞の提供も見据えたドナー登録等を開始

Ｆ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

」

(末梢血幹細胞の採取風景 )
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―
‥
―
―
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―
―
―
―
―
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Ｌ

骨髄バンクドナー登録要件 (平成23年 1月 ～)※下線部が改正部分

ドナー登録者が次の①から③の要件をすべて満たすことが必要

①骨髄及び末撞典鋼 胞の提供の内容について十分理解した上で同意した者

②年齢が18歳以上54歳以下の健康な者(提供は20歳以上55歳以下の健康な者)

③体重が、男性は45kg以上、女性は40kg以上

新規登録者4(1)
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さい帯血移植対策

33,

さい帯血保存個数

963個 (H22.12末現在の公開数 )

さい帯血バンクを介した移植件数

7,043イ牛(H22.12末 )
(H21年度 907件 )

日本さい帯血バンクネットワーク保存公開さい帯血数の推移

日本さい帯血バンクネットワークで検討中の課題

議論の結果等を踏まえ、必要な支援を行う

山

¨

¨

¨

『

¨

ｓ
・
ｏ。。

¨

¨

開

2212本

千
け
０

１

´
′
／　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
“Ｂ

Ｉ

Ｐ

＼

`移
l●件

")

平 成
`年
度 )

-3饉 件 藪

t公 園 口 敗

39ページ



引き続き御協力をお願いします

◆ 一人でも多くの患者さんに移植の機会を提供

できるよう普及啓発等の実施

◆ 骨髄バンク集団登録事業等の積極的な推進

① 骨髄バンク集団登録事業(集団登録会、献血併行型

ドナー登録会及びドナー登録説明会)の推進

② 保健所窓口におけるドナー登録受付機会の拡大

③ 関係者からなる連絡協議会の設置、情報・意見交換、

連絡調整
Qo
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健康局 結核感染症課

○ 今冬においては、今回の新型インフルエンザ (A/HlNl)だ けでなく、従来の季節性インフルエンザに
ついても流行の可能性があるため、全ての年齢の方がインフルエンザに注意を要する。
・インフルエンザの流行入り:平成22年 12月 13日 の週(第50週 )
・ウイルスの検出報告状況(平成23年 1月 7日現在):新型インフルエンザ(A/Hl Nl)>季節性インフルエンザ(以
下の図参照 ) *平成22年 12月 6日の週 (第49週 )に報告数が逆転

▼ウイルスの検出報告状況 (平成23年1月 7日 現在 )

劉°
↑↑

新型く里薗燎 新型>季節性

週

年

・ ‐目 回 1・島

(参考)平成22年度今冬のインフルエンザ総合対策について
¨ η

・
L二郎≧p bury3 1enkQu k■ ム■ J131り三Lコp¨■ ■曇 ス1上J

○ 今回の新型インフルエンザ (A′HlNl)については、サーベイランスや必要な調査等を継続して行い、
従来の季節性インフルエンザと異なる大きな流行等の特別な事情が生じない限り、平成22年度末を
目途に、感染症予防法上における「新型インフルエンザ等感染症」と認められなくなつた旨の公表をし、
1 通常の季節性インフルエンザ対策に移行する予定。

▼インフルエンザ予防啓発ボスター
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平成22年 10月 以降の新型インフルエンザワクチン接種事業の概要

実施主体  国
※新型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチンの接種に関する事業実施要綱に基づく

対象者   すべての国民 (優先接種対象者は定めない)
接種期間  10月 1日 ～新臨時接種開始時 (別途厚生労働大臣が指示 )

※法案が継続審議となつたため、平成22年度末までの間に「新臨時接種」に移行する見込みはない。

接種費用  市町村が設定 (新臨時接種に移行するという前提であること、高齢者の二類定
期接種の実施主体であることから、市町村が設定)

接種実施医療機関  国が接種実施医療機関と契約
※4と同様の理由から、接種実施医療機関の確保は市町村が行う。

ワクチン流通  市場流通
低所得者負担軽減措置  国庫補助事業
※平成22年度新型インフルエンザワクチン接種助成臨時補助金

○実施主体 市町村
○補助単価  ・1回 目の接種の場合        3,600円 (1,800円 )

・2回 目の接種であつて、1回 目の接種と同一医療機関で接種する場合
2,550円 (2,550円 )

・2回目であつて、1回目の接種と異なる医療機関で接種する場合
3,600円 (3,600円 )

・予診の結果、接種を行えなかつた場合  1,790円 ( 900円 )
※()は、予防接種法に基づく二類定期接種の対象者の額

○負担割合  国1/2、 都道府県1/4、 市町村1/4
健康被害救済 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特男1措

置法による(国 10/10)
副反応報告   医療機関から国に直接報告

◆ 全般的事項 平成22年 6月 10日

1【病原性等に応じた柔軟な対応】
′ 感染力だけでなく致死率等健康へのインパクト等を総合的に勘案して複数の対策の選択肢を予め用意し、
柔軟に決定するシステムを構築

2.【迅速・合理的な意思決定システム】
レ 意思決定プロセスと責任主体を明確化し、迅速・合理的に意思決定できるシステムを構築

3【地方との関係と事前準備】
レ 発生前の段階から関係者間で対処方針の検討や訓練を重ねるなどの準備

4【感染症危機管理に関わる体制の強化】
″ 感染症対策に関わる危機管理を専門に担う組織や人員体制の大幅な強化、関係機関のあり方や相互の役割
分担、関係の明確化

5.【法整備】
″ 感染症対策の全般のあり方について、国際保健規則や地方自治体、関係学会等の意見を踏まえ、必要に応
じて、感染症法や予防接種法の見直しを行う等、各種対策の法的根拠の明確化

２

３

６

７

◆

ロ

◆

ロ

サーベイランス

国立感染症研究所、保健所、地方衛生研究所も含めた
日常からのサーベイランス体制の強化

広報・リスクコミュニケーション

広報やリスクコミュニケーションを専門に取り扱う組織の設置と、人員
体制の充実
口 専任のスポークスパーソンの設置
口 情報が迅速かつ直接届くよう、情報提供のあり方の検討
◆ 水際対策                         ◆
口 病原性等を踏まえ、専門家の意見を基に機動的に縮小等を可能に  ロ
ロ 水際対策の効果について、更に知見を収集            ロ

ロ

◆ 公衆衛生対策 (学校等の臨時休業等)

口 社会的・経済的影響を勘案した学校等の臨時休業等の運用方法の検
討

口 学校等の臨時休業等の効果やあり方の検討

医療体制
地域の実情を踏まえた医療提供体制の検討
発熱相談センターと発熱外来の設置の是非や運用方法について再度
整理

ワクチン

国内のワクチン生産体制の強化
ワクチン接種ガイドラインの早急な策定(実施主体、費用負担、
集団接種などを検討)

今回のワクチンの在庫問題の解決に向けて、早急に最大限努力

◆

ロ

ロ
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「新型インフルエンザ (A/HlNl)対 策総括会議報告書 (H22.6.10)」の提言を踏まえた行動計画・ガイドラ
インの見直し

l高病原性鳥由来新型インフルエンザ対策再構築について(H22.827内 閣官房新型インフルエンザ等対

策室)」に基づく、関係省庁での検討を踏まえた行動計画・ガイドラインの見直し

その他

(1)専門家会議の下に、以下の4つの作業班を設け、それぞれの担当分野ごとに検討を進め、見直し意見案を

作成する。

・公衆衛生対策 (サーベイランス含む )

・ワクチン

・医療体制 (抗ウイルス薬、医用品等を含む)
・広報、リスクコミュニケーション

(2)専門家会議では、作業班での検討結果や、関係省庁での検討状況等を踏まえて、専門家会議としての見
直し意見を取りまとめる。

○第12回 :9月 15日 (水 )

○第13回 :11月 29日 (月 )

※平成22年 2月 19日 厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会
「予防接種制度の見直しについて(第一次提言)」より抜粋

(1)予防接種法の対象となる疾病・ワクチンのあり方
・ 予防接種法の対象となつていない疾病・ワクチンの評価や位置付け
例 :Hib(インフリレエンザ菌b型 )、 肺炎球菌、HPV(ヒトパピローマウイルス)、 水痘など

(2)予防接種事業の適正な実施の確保
・ 国、ワクチン製造販売・流通業者、医療機関 (医師)などの関係者の役割分担
・ 予防接種により生ずる健康被害の救済制度、被害認定の方法、不服申し立て
・ 接種の優先順位付けのあり方 等

(3)予防接種に関する情報提供のあり方
・ 予防接種の意義や健康被害が生じる可能性等の情報提供のあり方

(4)接種費用の負担のあり方
・ 予防接種の果たす役割や特徴等を踏まえた、その費用負担のあり方

(5)予防接種に関する評価・検討組織のあり方
・ ワクチンの有効性や安全性に関する調査研究・情報収集・評価の方法を推進する体制
・ 諸外国の予防接種施策に関する検討組織と同様の組織を設けることの必要性
・ その際の機能 (権能 )、 構成メン′`一、制度運営に当たる人員等の体制 等

(6)ワクチンの研究開発の促進と生産基盤の確保のあり方
・ ワクチンの研究開発や生産基盤の方策
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○ 予防接種部会における意見書 (10月 6日 )や、国際動向、疾病の重篤性等にかんがみ、 子宮頸
がん予防 (HPV)ワ クチン、ヒプ (イ ンフルエンザ菌 b型 )ワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンは、
予防接種法上の定期接種化に向けた検討を行うこととしている。
○ これを踏まえ、対象年齢層に、緊急にひととおりの接種を提供して、これらの予防接種を促進す
るための基金を都道府県に設置し、補正予算において必要な経費を措置する。

〇 基金の対象疾病

基金の設置

負担割合

基金の期間 :

その他

ワクチン : 子宮頸がん予防 (HPV)ヮ クチン
ヒプ (イ ンフルエンザ菌 b型 )ワ クチン
小児用肺炎球菌ワクチン

基金は、都道府県に設置 し、市町村の事業に対し助成する

国 1/2、 市町村 1/2(都 道府県事務費 1/2は都道府県負担)
※公費カバー率9割 :市町村における柔軟な制度設計は可能

平成22年 11月 26日 (補正予算成立日)～平成 23笙度末まで
※補正予算成立日から適用

被害救済に万全を期するため、助成対象事業には民間保険への加入、

健康被害副反応報告が行われるための措置を講じることを要件とす

る

※平成23年度予算概算要求に計上している子宮頸がん予防対策強化事業は

取り下げ

(子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金)

交付申請
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基金造成 (積立)
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子宮頸がん予防(HPV)ワクチン

【接種対象者】 中学校 1年生 (13歳相当 )
(例外として、小学校 6年生 〈1
最大 4学年内までとする〕)

～高校 1年生 (16歳相当)の女子 :

2歳相当)の女子も対象とすることも可能
3回接種
(この場合の助成対象範囲は

・中学 2年生 (14歳相当)～高校 1年生 (16歳相当)の女 子に 3同接種
※子宮頸がんの原lllとなるHPVが )1に‖:交渉で感染することから初卜1‖ :交渉ntに接種することがlll奨 されること、ワクチンの「 ツ,効果の持続期間が確
|していないこと等から 17‖ l家の総合的なI論 を路よえ設定

ヒブ(インフルエンザ菌b型 )ワクチン

こすることがで きる
・ /4‐後 7か月以上 12か 月未満に開始 12回接種 (初回)
・ 1歳以上 5歳未満に開始 11回接種
※ヒプワクチンの添付文■に基づきI史定

2回接種から概ね 1年後に 1同接種 (追加)

・生後 7か月以 1l12か 月未満に開始 :2卜1接挿 (初回)、 2回接種から60日 以上の間隔に 1回接種 (追加 )
。生後 12か月以上 24か 月 (1歳 )未満に開始 :2同接種 (60日 以上の間隔 )
・ 2歳以上 5歳未満に開始 :1回接種
※侵襲‖:肺炎球菌感染‖:は 21か月未満の小児において最人となること 世界保健機l■l(WHO)の勧告等を踏tス HQ定

※接種対象者の年齢の範囲で市町村が独自で接種年齢を設定することは可能

・生後 2か月以上 7か月未満に開始 :3回接種 (初回)、 3回接種からおおむね 1年の間隔に 1回接種 〈追加 )

小児用肺炎球菌ワクチン

キャッチアップ (標準的な接種ハターン以外)※以下のようにすることができる

第6回麻しん対策推進会議 (平成22年 11月 1日 )

○麻しんの排除に係る国際的取組の状況を踏まえ、学校教育の一環として海外へ修学旅行又は研修等
に行く高校2年生について、麻しんの定期接種の対象者とすることについて議論。

(参考 )

修学旅行生が麻しん排除国に麻しんを持ち込むことで国際問題に繋がりかねないこと等から、海外に修
学旅行に行く高校2年生に定期接種として柔軟な実施を可能とする方法について検討頂きたいとの要請
が総務省からあつたところ。

平成23年度に限り、高校3年生相当の年齢の者に加え、高校2年生相当の年齢の者のうち学校教育の
一環として海外へ修学旅行又は研修等に行くものについても、麻しんの第4期の定期接種を受けられるこ
ととするとの結論。
なお、第4期の積極的勧奨は、従前通り高校3年生相当の年齢の者に対して行う。

(参考)麻しん・風しんの予防接種

対象者:第 1期 (生後12月から24月 に至るまでの間にあるもの)
第 2期 (5歳以上7歳未満の者であつて、小学校就学の始期に達する日の1年前から始期に連する日までの間にある者)
第3期 (13歳となる日の属する年度にある者)
第4期 (18歳となる日の属する年度にある者 )
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第5回厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会日本脳炎小委員会 (平成22年 10月 6日 )

○平成22年度に実施された3歳での第1期接種の積極的勧奨に加え、平成23年度以降は、4歳児への
第1期追加接種の積極的勧奨を実施する。

○平成23年度に9歳、10歳になる者を、平成23年度において、第1期接種の積極的勧奨の対象とする。
(既に一部の接種を完了している場合には、未接種分)

○現行の予防接種法施行令において接種対象外となつている7歳6ヶ月以上9歳未満の者についても、接
種機会が提供されるよう配慮すべき。

(参考 )日本脳炎の予防接種

【平成17年 5月 】
重度の副反応(ADEM)を発症した事例があつたことをきつかけに、積極的な勧奨の差控え

【平成21年6月 】
新たなワクチン(乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン)を予防接種法に使用可能なものとして位置付け
【平成22年4月 】
第1期の標準的な接種期間に該当する者 (3歳児に対する初回接種)に対して積極的な勧奨再開
【平成22年8月 】
積極的な接種勧奨差控えによつて接種できなかつた者が第1期の定期接種を受けられるよう予防接種実施
規則を改正

○定期予防接種における副反応の発現数日様態を収集・分析
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⇒  接種の判断の際に、考慮するべき情報として活用

○予防接種健康被害者保健福祉相談事業の実施((財 )予防接種リサーチセンター )
・健康被害者への生活上の相談対応 ・健康被害者家族への介護上の支援対応

O行政の情報伝達面における連携(衛生主管部局と福祉関係主管部局)
希望者における障害者施設利用手続きに係る円滑な対応等

⇒ 健康被害者及びその家族の負担軽減
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